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学校法人豊田学園 中期計画 
（令和５年度 ～ 令和９年度） 

 

はじめに 
本学は、平成 31年（令和元年）4月に大学を開学して以来 5 年目を迎え、教育研究の質

の向上及び充実・発展を図るとともに、社会への説明責任を果たすため、5 年ごとの中期

目標・計画を策定し教育研究活動を実施してまいります。 

「第１期中期目標・計画」は、令和 2年 4月 1日に施行された「改正私立学校法」におい

て、「文部科学省が所轄庁である学校法人は、事業に関する 5 年以上の中期的な計画を策定

すること」が義務付けられており、この「改正私立学校法」に対応したものです。 

これまでに、本学は、学校教育法の定めるところにより、平成 25年度と令和 2年度に一

般財団法人大学・短期大学基準協会の機関別評価（認証評価）を受審し、評価の結果、同

協会の基準に適合していると認定されました。 

その中で、大学と学園の中長期計画を述べ、学園としての計画を公表してまいりました

が、大学設置の認可を受け、今回、大学の中長期計画を策定したものです。 

 

 

【趣旨】 
本学は「建学の精神」にある「地域医療を担う人材育成」という設置の原点を踏まえ、 

更なる教育・研究・医療等の発展、意欲ある医療人の育成、社会貢献等を果たすため、以

下の基本的な目標を定める。 

 

 

【目標】 
目標はこれまでの自己点検評価の結果を基盤に、 

１）大学の教育研究等の質向上に関する目標を達成するための措置、 

２）管理運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置、 

３）財務内容の改善移管する目標を達成するための措置、 

４）内部質保証、自己点検・評価及び情報の提供に関する目標を達成するための措置の

4 項目について整理しました。 

 

 

【重点プロジェクト】 
わが国では、今後さらに少子高齢化が進行することが見込まれており、未来を担う子

どもから高齢者に至るまで、すべて国民が健康で安心して暮らせる社会を実現していく

ためには、地域医療の充実や地域医療を支える人材の育成がますます重要であると考え

ており、事業の拡大により、令和 9年 4月、名古屋市内に新たな学部を開設する。 
また、これに併せて、複数の県にキャンパスを有することになるため、大学名称の変

更を進める。 

これにより、名古屋市医師会会員の病院や診療所をはじめ、地域の医療現場で活躍で

きる質の高い人材の輩出を目指していく。 
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第１ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

【１】 教育に関する目標を達成するための措置 
⑴ 人材の育成 

① 地域医療に貢献できる医療人養成のための学部教育の充実 

（新カリキュラム導入を踏まえて） 

少子高齢化の進行による人口構造の変化、医療の高度化・複雑化や医療技術の 

進歩等、変わりゆく社会情勢に適応して看護及びリハビリテーション学の教育プ 

ログラムが変更された。看護学は 2022 年度入学生から、リハビリテーション学 

部は 2020年度入学生からから、新しいカリキュラムがスタートした。本学はこ 

れに対応すべく「学士課程教育におけるコアコンピテンシーと卒業時の到達目標」 

の高いレベルでの達成が果たせるよう、教育体制を強化する。 

1） 本学の特色を生かすための教育、すなわち、「SDGs の達成を目指し、実現 

した社会で働く社会人としての基礎力をアップするための教育、」「地域社会 

において、地域に暮らす人々及び医療従事者との連係力をアップするための 

教育」、「医療人としての役割を十分果たすことが出来る実践力をアップす 

るための教育」を実践する。 

2） 疾病構造や社会構造の変化に対応し、身体的のみならず精神的・社会的な 

意味を含めた健康の保持に資する科学的な思考や、医療人として必要な倫理 

観や対人関係能力を育成するための教育を実施する。 

3） 広い視野と豊かな感性を育むとともに、人文科学や社会科学も含む幅広い 

分野の知見を結集・活用し、グローバルに活躍できる人材を育成するため、 

他大学との連携を含めた教養教育の充実を図るとともに、専門教育と教養教 

育の科目間および教員間の連携を強化する。 

4） 主体的に学ぶ力を育成するため、1 年次からの臨地実習や、学生と教員と 

のディスカッションを通して、看護及びリハビリテーションへの関心を深め 

学習意欲の向上に努める。 

5） Information and Communication Technology（ＩＣＴ）やデータを活用し 

た医療・予防の取組みや保健医療の国際展開など、新しい政策課題に対応で 

きる人材の必要性を見据え、語学、特に臨床分野におけるグローバルコミュ 

ニケーション教育や情報系科目を充実させる。 

6） 地域包括ケアシステムにおいて多職種連携の中核的な役割を担う人材を育 

成するため、医療・福祉関係者の協力のもと、地域包括ケアシステムを体系 

的に学ぶカリキュラムを編成する。 

7） 国公立病院や民間病院など地域の医療機関・福祉施設等の協力のもと、急 

性期医療から在宅医療までに対応した、大学教育と医療の実践の現場が連動 

する実習体制を構築する。 

8） 教員の教育・実践能力の向上を図るため、教員と臨床指導者が相互に交流 

できる環境を整備する。 

9） ディプロマポリシー（卒業認定・学位授与の方針）に基づき、各科目の成 

績評価基準を学生に明確に示し、シラバスやホームページ等で公表するとと 

もに、単位認定の基準に基づき、適正な成績評価を行う。 

10） カリキュラムポリシー（教育課程の編成に関する方針）の継続的な評価・ 

見直しを実施するとともに、教育成果を総合的に測るための基準や仕組みを 

構築する。 
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② 付加価値としての資格の取得。スポーツトレーナーなどの資格取得に関する 

教育の充実。 

 

③ 大学院教育 

1） 修士課程では、看護倫理や看護実践を追究するための基盤となる理論や研究 

方法の修得に加えて、国内外の看護学をはじめとする専門分野に関する研究動 

向及び 医療現場や地域社会における諸課題を把握し、人文科学や社会科学な 

どの幅広い知 見も活用して自らの見解を公表できる能力を育成するため、研 

究コース・保健師コース・助産師コースの３つのコースの特徴を生かした教育 

の充実を図るとともに、 総合的能力を養成する共通カリキュラムの編成を行 

う。  

2） 教員の先端的研究を学生に紹介し、研究を通じての教育を充実させる。 

3） ディプロマポリシー（卒業認定・学位授与の方針）に基づき、各科目の成績 

評価基準を学生に明確に示し、シラバスやホームページ等で公表するとともに、 

単位認定の基準に基づき、適正な成績評価を行う。 

4） 教育課程が社会の要請に応じたものになっているか検証・見直しを行う。 

5） 社会人学生が就業と学業を両立できる教育課程を充実させる。 

6） 地域の保健課題の解決や政策提案など、より高度な実践・研究能力を持つ人 

材の育成を充実する。 

 

⑵ 優秀な学生の確保 

1） 18 歳人口の減少、岐阜県からの学生の流出、競合校との差別化(入学時(奨学 

金等の経済面、入試制度など)、在学時(学内環境の整備、休学、退学者への対 

応など)、卒業時(国家試験対策、成績不振者への対応、父母会、同窓会の在り 

方)、医療職への就業希望者が横ばいであることへの対応 

2） アドミッションポリシーの継続的な評価・見直しを 実施するとともに、入学 

者実績を総合的に測るための基準や仕組みを構築する。 

3） 卒業後の市内就職に向けた地域の高校からの受け入れ促進 

4） 本学が期待する入学者像を明確化するとともに、受験者層のニーズや社会一般 

の看護学及びリハビリテーション学への関心を把握しながら、オープンキャンパ 

スの実施や、ホームページの充実、 地域の高等学校との連携等による受験生、保 

護者、進学指導者への積極的な広報活 動を展開する。 

5） 入試データの蓄積・分析及び学生募集に関する広報活動を行う体制を強化する。 

6） 高大連携について検討する。 

 

※ 大学院での優秀な学生の確保 

1） 時代のニーズに合わせ、適正な入学定員について検討する。 

2） 保健・医療・福祉等の領域で活躍する看護職者や、他の分野での経験を有する 

社会人など、多様な人材を積極的に受け入れる。  

3） 本学卒業生や大学院修了生及び実習施設等に対し、同窓生の協力も得ながら、 

大学院への入学を働きかける。 

 

⑶ 学生の支援 

① 全学的な学修支援体制の整備 

1） 担任制（アドバイザー制）を中心とした全教員及び職員による継続的な学修 
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支援体制により、学生が自 らの学修状況を自覚し、主体的かつ効果的な相談が 

できる環境を整備する。 

2） 多様な学生のニーズに対応するため、学生員会が中心となって、合理的配慮 

を必要とする学生をはじめ、全学生に対して全学的な支援体制を充実させる。 

3） 学生により近い立場での相談者として、学生のメンタルヘルスケア制度を設 

ける。  

4） 大学院における学修に関して、研究指導教員を中心に、複数の教員が相互に 

連携して継続的な相談・指導に当たるとともに、同じ専門分野で複数の学生と 

教員がディスカッションしながら学ぶ体制を整備する。  

5） 自治会、クラブ活動、大学祭、ボランティアなど学生がおこなう自主的な課 

外活動に対して、相談役となる教員や院生を配置する。  

6） 学生の自主学修に適した図書館及び自習室等の環境を整備する。 

 

② 特別な配慮を要する学生への学修支援の強化 

1） 合理的配慮を求める学生をはじめ、障害のある学生への支援環境を充実させ 

る。  

2） 留年生や休学を希望する学生、成績不振な学生を早期あるいは予防的に対応 

できるように、指導体制を充実させる。  

3） 大学院における、休・退学の可能性がある学生の状況を把握し、研究指導教 

員と連携した支援を行う。 

 

③ 生活面、健康面及び経済面の支援 

1） 教員、職員、保健室職員、カウンセラーなど多職種による生活面・健康面の 

支援体制を充実させる。  

2） 同窓会や講演会等と連携し「学生支援制度」の創設を検討する。 

 

④ 就職・キャリア支援 

1） 看護師・保健師・助産師。理学療法士、作業療法士の国家試験において合格 

率 100％を達成する。 

2） 学生のキャリア発達に資する活動を計画的に実施するとともに、キャリア支 

援を通じて学生が主体的に進路を決定できるよう支援する。  

3） 卒業生および修了生にも対応できる教育・研修プログラムの開発など生涯に 

わたるキャリア発達支援を行うため、シミュレーションセンターの活用も含め 

た生涯学習 センターの活用を検討する。 

 

【２】 研究に関する目標を達成するための措置 

⑴ 研究の水準の向上 

① 臨床研究体制の充実 

1） 教員、大学院生を対象とした臨床研究についての教育『臨床研究法』や『人 

を対象とする医学系研究に関する倫理指針』を踏まえて、臨床研究の基礎的知 

識をしっかりと学内に周知する。研究デザイン相談個別の研究案件について、 

そのデザイン（観察研究なのか介入研究なのか等）、研究実施体制構築、研究フ 

ィールドの設定、症例数設計、研究資金の配分など、具体的な課題解決を支援 

する。 

倫理委員会と研究支援担当部門が連携し、法令遵守や研究倫理の普及、利益 
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相反を含む研究不正防止の推進に向けた活動を行う。 

また、倫理委員会において、教員ならびに大学院生等の研究に関する倫理審 

査を、定期的 に実施する。  

2） 共同研究費を活用し、地域の課題解決に寄与する教員の研究活動や、臨床 

研究を目指す地域の病院等、医療機関との臨床共同研究を推進する。 

 

⑵ 研究費獲得の支援 

公的研究費公募情報配信 JST（国立研究開発法人科学技術振興機構）、AMED（国立 

研究 開発法人日本医療研究開発機構）、文部科学省科学研究費、厚生労働省科学研 

究費等について、公募情報をリアルタイムで発信していく。 

さらに、本学全体で取り組むべきと判断した案件について関連する研究者へ情報 

を提供していく。 

さらに、申請書作成支援、特に文部科学省の科研費については、申請締め切り日 

を見据えて、8 月中旬より申請の仕方を周知させ、機関承認の前に申請書の内容 

そのものに対する指導を行っていく。 

これらの業務を、担当する研究支援センターの設立を検討する。 

 

⑶ 研究成果の発信  

「岐阜保健大学紀要」をはじめ、学会や学術誌等により、学内の研究や教育実践 

を幅広く発信する。自己点検評価委員会と広報委員会等が相互に連携し、学内の研 

究成果のオープンアク セス化を促進するなど、学術成果の迅速かつ幅広い情報発 

信を行う。 

 

【３】 地域貢献に関する目標を達成するための措置 

岐阜地域の医療分野の現状は、「日本医師会総合政策研究機構」が指摘しているよう 

に、「少ない医療資源」、「全県的に少ない医療病床と回復期病床」、「岐阜地区への集中 

と愛知県への依存」が挙げられる。これに対して、岐阜県は地域医療再生計画を策定 

し、医療人の確保と圏域内での連携強化によるネットワーク作りを掲げている。 

具体的には、全県的な医療パスの構築や救急医療体制、周産期医療体制の強化など 

の方策を打ち出している。地域の医療業界のこのような考えに大学としての貢献を考 

え、本学では以下の 4つの地域密着型研究センターを設立した。 

 

1） ネウボラ的継続母子支援センター；地域の人々とともに、命を大切に育み、産 

み、子育てをすることの支援をするセンター 

2） 高齢者認知症予防センター；認知症のヒトやその家族、専門家や地域住民が集 

う場として提供し互いに交流し、情報交換して、高齢者との触れ合いを支援する 

センター 

3） 多文化共生・多様性健康推進センター；国籍、民族、文化、言語、性などの違 

いによる障壁を超えて、ともに豊かに生きることのできる交流の場を作り、異文 

化を受け入れることを支援するセンター 

4） 多職種連携実践センター;医療が患者中心の多職種による包括的なチーム医療 

へと変化していく現代、多くの医療職種の人材が交流して、お互いの情報交換を 

し、情報を共有することを支援するセンター 

 

以上、これら 4つの研究センターは岐阜地区においては初めて開設されたもので 
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あり、地域貢献の大きな原動力になると考えており、その目標に向かった具体的行 

動を研究センター運営委員会とともに実践していく。 

 

 

 

第２ 管理運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

【１】 業務体制の改善に関する目標を達成するための措置 
⑴ 理事会を中心とした業務運営体制のもと、大学管理運営の強化を図る。 

⑵ 教員及び事務局職員が、それぞれの専門性を生かしつつ一体となって効率的な大 

学運営に取り組むことができるよう、必要に応じ、学内委員会や事務局の役割分担 

を見直す。 

⑶ 職員が倫理観や使命感を持って業務運営できるよう、意識啓発等の取組により、 

コンプライアンスを徹底する。 

 

【２】 人事の適正管理に関する目標を達成するための措置 
⑴ 職員の意識や意欲、能力が向上する勤務環境を整備するとともに、教員の採用に 

関する方針・計画を定め、教育研究能力に優れた人材を採用する。 

⑵ 大学の教育理念が達成できるよう、教員確保のための対策を講じる。 

⑶ 教育研究に関する目標を達成するため、経営状況等を踏まえつつ、機動的な人員 

配置や定数の見直しを行う。 

 

【３】 事務の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 
⑴ 事務分掌や職員配置等の事務実施体制を随時見直し、限られた人員でより実態に 

即した事務組織となるよう改善を図る。 

⑵ 事務処理マニュアルの整備及び業務フローの見直しを進め、事務手続の合理化を 

図る。 

 

 

 

第３ 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

【１】 財務基盤強化に関する目標を達成するための措置 
⑴ 授業料等の学生納付金については、本学の経営状況や他大学の状況、社会情勢等 

を総合的に検討し、適切な金額を設定する。 

⑵ 学生納付金の滞納防止に取り組む。 

⑶ 科学研究費助成事業等の外部資金の獲得を目指す。 

 

【２】 経費等の効率的執行に関する目標を達成する措置 
⑴ 役員及び教職員の経営感覚やコスト意識を高める。 

⑵ 管理経費の削減に努める。 

 

【３】 資産の適正管理及び有効活用に関する目標を達成するための措置 
⑴ 施設・設備等の状態を常に把握し、定期的な点検や計画的な整備改修を行う。 

⑵ 余裕資金は、安全かつ効率的な方法で運用する。 
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第４ 内部質保証、自己点検・評価及び情報の提供に関する目標を達成する 

ための措置 

【１】 内部質保証に関する目標を達成するための措置 
⑴ 内部質保証評価会議を設置して、組織体制の見直しや業務執行方法の改善に取り 

組む。 

特に、教学監査については、新しく専門性を持った監査を行うよう態勢を整える。 

 

【２】 自己点検及び評価の実施に関する目標を達成するための措置 
⑴ 自己点検評価の結果に基づき、組織体制の見直しや業務執行方法の改善に取り組 

む。そのために毎年自己点検評価報告書を作成し、客観的な評価を行う。 

また、2025年には外部機関による認証評価を受ける。 

さらに、各学部ではそれぞれの所属する機関による専門別評価を、期間ごとに受 

審するものとする。 

 

【３】 情報公開の推進に関する目標を達成するための措置 

⑴ 法人の経営状況等、法令に基づき公表する情報に加え、本学の教育研究活動等の 

情報や成果、地域貢献の取組等をホームページで積極的に公表する。 

⑵ 発信する情報の内容や対象に応じ、有効な広報媒体を活用して、効率的かつ効果 

的な広報活動を行う。 
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第５ 重点プロジェクト 
 

学校法人豊田学園は、現在、岐阜県（岐阜市）において、岐阜保健大学大学院、岐阜保

健大学及び岐阜保健大学医療専門学校を有しており、「命と向き合う心、知識、技を持った

地域医療に貢献できる医療人の養成」の建学の精神のもと、豊かな人間性や高潔な人格を

兼ね備えた資質の高い人材を養成することにより、保健医療の向上と福祉の増進に取り組

んでいる。 

このうち、岐阜保健大学大学院看護学研究科（修士課程）では、看護学研究コース、保

健師コース及び助産師コースの３つのコースを設置しており、2 年間の学びの中で、高度

な専門性と心豊かな人間性など、看護に求められる実践能力を身につけ、今後の医療を担

える看護職リーダーを育成している。 

また、岐阜保健大学看護学部では、実際の臨床現場を想定したシミュレーションセンタ

ーを中心に、模擬体験に基づく実践的な教育を展開するとともに、リハビリテーション学

部では、Physical Science Lab 及び ADL(Activities of Daily Living) Science Lab を中

心に、体験学習により実践力を養成する教育を展開しており、4 年間の充実した学びの中

で、専門的な知識や高度な技術をはじめ、コミュニケーション能力、患者と向き合うため

の心構えや姿勢など、実践的な学びから 地域の保健医療を担う人材を育成している。 

こうした中、わが国では、今後さらに少子高齢化が進行することが見込まれており、未

来を担う子どもから高齢者に至るまで、すべて国民が健康で安心して暮らせる社会を実現

していくためには、地域医療の充実や地域医療を支える人材の育成がますます重要である

と考えており、令和 9年 4月、学園事業の拡大展開により、名古屋市内に「名古屋看護学

部（仮称）」を開設する。 

また、これに併せて、複数の県にキャンパスを有することになるため、「岐阜保健大学」

を「日本保健大学（仮称）」に名称変更する。 

これにより、名古屋市医師会会員の病院や診療所をはじめ、地域の医療現場で活躍でき

る質の高い人材の輩出を目指す。 

 

【１】名古屋看護学部看護学科（仮称）の開設（令和 9年 4月） 
令和 9（2027 年）4 月に、岐阜キャンパスに加え、一般社団法人名古屋市医師会（会

長 山根 紀夫 名古屋市東区葵 1－4－38）との包括的教育体制を図り、旧名古屋市

医師会看護専門学校（2023年閉校）の校舎等の教育資源を継承（使用貸借契約）し、

名古屋市港区千鳥 1 丁目 13 番 22 号（住居表示）を名古屋キャンパスとして、名古屋

看護学部看護学科（仮称）を開設する。 

 

⑴ 土地 

・ 所  在 名古屋市港区千鳥一丁目 

・ 地  番 1301番 1 

・ 地  目 雑種地 

・ 地  積 548㎡（166坪）                                 

 

・ 所  在 名古屋市港区千鳥一丁目 

・ 地  番 1301番 2 

・ 地  目 雑種地 

・ 地  積 2,184㎡（661坪）  （合計：2,732㎡（827 坪）） 
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⑵ 建物 

・ 所  在 名古屋市港区千鳥一丁目 1301 番地 2  

・ 家屋番号 1301番 2 

・ 種  類 校舎 

・ 構  造 鉄骨・鉄筋コンクリート造 陸屋根亜鉛メッキ鋼板葺 9階建 

・ 床 面 積 1階 1，076.01 ㎡ 

2 階 1，044.75 ㎡ 

3 階 1，095.00 ㎡ 

   4階 1，095.00 ㎡ 

   5階 1，095.00 ㎡ 

    6階 1，095.00 ㎡ 

7 階 1，095.00 ㎡ 

8 階 1，095.00 ㎡ 

9 階   542.37 ㎡  （合計 9,233.13 ㎡） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    旧名古屋市医師会看護専門学校） 

      ※ 名古屋市営地下鉄 名港線「築地口駅」から、徒歩 4分 
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⑶ 名古屋看護学部（看護学科）の概要 

修業年限 4 年 

入学定員 80人 

編入学定員 － 

収容定員 320 人 

授与する学位 学士（看護学） 

授与する学位の分野 保健衛生学関係（看護学関係） 

専任教員（基幹教員） 20人（うち教授 11 人）程度 

 

⑷ 養成する人材像 

看護の基礎的知識と基本的な技術、態度を備え、生命の尊厳を基盤とした倫理観、

豊かな人間性をもった看護実践能力のある看護職を養成する。 

 

⑸ 学生が習得する能力等の教育研究上の目的 

ディプロマ・ポリシーで定めた以下の能力を身につけさせ、人材養成の目標を達成

することを教育研究上の目的とする。 

① 看護学及び関連する学問を基盤に、看護の現象をよく理解して、概念化・理論

し、科学的根拠に基づいた看護が実践できる。 

② 看護の対象者を全人的に理解し、看護を実践できる。 

③ 地域で暮らす人々の健康と生活を支える役割と責務を果たすことができる。 

④ 豊かな人間性を育み、高い倫理観を持って、多様な背景を持つ人々と人間関係

を形成できる。 

⑤ 看護専門職の役割を認識し、多職種と協働できる。 

⑥ グローバルヘルスの課題解決に取り組むことができる豊かな国際感覚や語学

力を身につける。 

 

⑹ 教育課程 

  ① 看護師教育課程 

  ② 保健師教育課程 

 

⑺ 授業科目 

   ① 基本教育科目 

② 専門教育関連科目 

③ 専門看護教育科目 
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⑻ 卒業単位 

① 名古屋看護学部看護学科 

⑴ 基本教育科目 １３単位以上 

⑵ 専門教育関連科目 ２２単位以上 

⑶ 専門看護教育科目 ７０単位以上 

⑷ 全ての選択科目から １９単位以上 

合計  １２４単位以上 

    

② （参考）看護学部看護学科 

⑴ 基本教育科目 １３単位以上 

⑵ 専門教育関連科目 ２２単位以上 

⑶ 専門看護教育科目 ７０単位以上 

⑷ 全ての選択科目から １９単位以上 

合計  １２４単位以上 

 

③ （参考）リハビリテーション学部理学療法学科 

⑴ 総合科学科目 １３単位以上 

⑵ 専門基礎科目 ３５単位以上 

⑶ 専門展開科目 ７２単位以上 

⑷ 指定された選択科目 ４単位以上 

合計  １２４単位以上 

 

④ （参考）リハビリテーション学部作業療法学科 

⑴ 総合科学科目 １３単位以上 

⑵ 専門基礎科目 ３５単位以上 

⑶ 専門展開科目 ７１単位以上 

⑷ 指定された選択科目 ５単位以上 

合計  １２４単位以上 
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⑼ 卒業後の進路 

病院等の医療機関、福祉施設等で勤務する看護師、自治体、保健所等で勤務する 

保健師として就職。 

 

⑽ 取得可能な資格 

  ① 看護師国家資格受験資格 

※ 卒業要件単位に含まれる。 

   ② 保健師国家資格受験資格 

※ 卒業要件単位に含まれる科目のほか、保健師関連科目の履修が必要。 

※ 入学定員 80 人のうち 12人（15％）を対象。 

 

⑾ 学生納付金 

① 名古屋看護学部看護学科 

                     （単位 千円） 

 入学金 授業料 教育充実費 演習･実習費 合計 

初年度 200 750 500 250 1,700 

2 年目  750 500 250 1,500 

3 年目  750 500 250 1,500 

4 年目  750 500 250 1,500 

        ※ 保健師教育課程については、3年目の授業料に 200千円を加算する。 

  

② （参考）看護学部看護学科   

                   （単位 千円） 

 入学金 授業料 教育充実費 演習･実習費 合計 

初年度 200 700 500 250 1,650 

2 年目  700 500 250 1,450 

3 年目  700 500 250 1,450 

4 年目  700 500 250 1,450 

 

③ （参考）リハビリテーション学部理学療法学科、作業療法学科 

 （単位 千円） 

 入学金 授業料 施設費 教育充実費 演習･実習費 合計 

初年度 200 700 250 250 250 1,650 

2 年目  700 250 250 250 1,450 

3 年目  700 250 250 250 1,450 

5 年目  700 250 250 250 1,450 
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⑿ 入学定員の変更（増加） 

学部・学科・課程名 
令和 

8 年度 

令和 

9 年度 
増減 

岐阜保健大学 

看護学部 看護学科 
80人 60人 △20 人 

岐阜保健大学 

リハビリテーション学部 理学療法学科 
60人 60人 なし 

岐阜保健大学 

リハビリテーション学部 作業療法学科 
30人 15人 △15 人 

岐阜保健大学 

名古屋看護学部 看護学科 
－ 80人 80人 

合計 170 人 215 人 45人 

 

⒀ 収容定員の変更（増加） 

学部・学科・課程名 
令和 

8 年度 

令和 

9 年度 
増減 

岐阜保健大学 

看護学部 看護学科 
320 人 240 人 △80 人 

岐阜保健大学 

リハビリテーション学部 理学療法学科 
240 人 240 人 なし 

岐阜保健大学 

リハビリテーション学部 作業療法学科 
120 人 60人 △60 人 

岐阜保健大学 

名古屋看護学部 看護学科 
－ 320 人 320 人 

合計 680 人 860 人 180 人 

 

 

【２】大学の名称変更（令和 9年 4月） 
新たに設置する名古屋看護学部看護学科（仮称）は、岐阜県外である愛知県のキャ

ンパスとなり、大学名称と学部名称が不一致となるため、大学名称から都道府県の名

称を外し、従来の「岐阜保健大学」から「日本保健大学」へ改称する。 

なお、名称に「日本」を入れたのは、複数の県にキャンパスを持つ大学として、中部

地区を中心として、より広域での学生募集や教育研究活動を実施する趣旨によるもの

である。 

 

変更前 変更後 

岐阜保健大学 日本保健大学 

 

    【参考】 
      大学の名称変更に併せ、専門学校の名称変更を進める。 

変更前 変更後 

岐阜保健大学医療専門学校 日本保健大学医療専門学校 
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【３】事業の拡充 
  名古屋看護学部看護学科（仮称）の開設（令和 9 年 4 月）や大学の名称変更（令和 9

年 4月）を進めながら、その後の事業展開の検討を進める。 

名古屋看護学部（仮称）の開設後における大学院（看護学研究科（博士課程））の

設置に向け、文部科学省との事前相談を進める。 

・令和 8年 6月：事前相談（予定） 

・令和 9年 3月：認可申請（予定） 

・令和 9年 8月：設置認可（予定） 

リハビリテーション学部、大学院（リハビリテーション研究科）の開設など、事

業拡充の検討を進める。 
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第６ 財務計画 

【１】 財務計画書 
 

財務計画書 

（単位：百万円） 

科目 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 

教
育
活
動
収
支 

事業活動 収入の部 

学生生徒等納付金 884 830 830 896 1,016 

手数料 8 8 8 8 8 

寄付金 0 0 0 0 0 

経常費等補助金 78 45 45 41 50 

付随事業収入 0 0 0 0 0 

雑収入 16 8 8 7 10 

教育活動 収入計 986 888 888 952 1,084 

事業活動 支出の部 

人件費 446 440 440 427 467 

教育研究経費 271 200 200 1,473 400 

管理経費 55 62 62 119 140 

徴収不能額等 0 0 0 0 0 

教育活動 支出計 772 702 702 2,019 1,007 

教育活動 収支差額 214 186 186 △1,067 77 

教
育
活
動
外
収
支 

事業活動 収入の部 

受取利息・配当金 0 0 0 4 5 

その他の教育活動外収入  0 0 0 0 0 

教育活動外 収入計 0 0 0 4 5 

事業活動 支出の部 

借入金等利息 0 0 0 1 3 

その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0 

教育活動外 支出計 0 0 0 1 3 

教育活動外 収支差額 0 3 0 3 2 

経常収支差額 214 186 186 △1,064 79 
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特
別
収
支 

事業活動 収入の部 

資産売却差額 0 0 0 0 0 

その他の特別収入 3 0 0 0 0 

特別収入計 3 0 0 0 0 

事業活動 支出の部 

資産処分差額 0 0 0 0 0 

その他の特別支出 24 0 0 0 0 

特別支出計 24 0 0 0 0 

特別収支差額 △ 21 0 0 0 0 

基本金組入前当年度収支差額 193 186 186 △1,064 79 

基本金組入額合計 △ 86 △ 98 △ 98 △109 △100 

当年度収支差額 107 88 88 △1,173 △21 

前年度繰越収支差額 824 934 1,022 1,110 △63 

基本金取崩額 3 0 0 0 20 

翌年度繰越収支差額 934 1,022 1,110 △63 △64 

       

（参考）      

科目 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 

事業活動収入計 989 888 888 956 1,089 

事業活動支出計 796 702 702 2,020 1,010 

 

【２】 各年度の事業計画及び予算 
    各年度の事業計画及び予算については、この中期計画書（財務計画書）を基に、策

定及び編成することとする。 

   

以上 
 

 

 

 

 

 

 

 

 


